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教育分野での「地域創成」～部活動の地域移行と関連して～

音楽教育講座 井上 洋一

１ 部活動の地域移行について

部活動の地域移行とは，少子化が深刻化す

る中で，将来にわたって，子供たちがスポー

ツ・文化芸術に継続して親しむことができる

機会の確保と，学校の働き方改革を推進する

ため，学校部活動から，地域の多様な主体が

運営・実施する地域クラブ活動への移行を進

めるものである。

スポーツ庁と文化庁は，令和４年，学校を

拠点とする部活動を，地域クラブ活動など地

域を拠点とする活動へ移行する方針（ガイド

ライン）を示した。令和５年度から令和７年

度末までの３年間を改革推進期間として，各

自治体において休日の学校部活動の段階的な

地域連携・地域移行を進めている。

愛媛県でも県内スポーツ・文化芸術団体，

自治体の担当者，有識者等（筆者もその一員）

でつくる委員会で，部活動のあり方を検討し，

令和５年９月に，県の方針を定めた最終案を

取りまとめた。

２ 愛媛県の取組方針について

愛媛県の取組方針は，地域の実情に応じ，

関係者の共通理解の下「できるところから，

できるものから」取組を進めて行くことが望

ましいとしている。新たな地域クラブ活動を

行うための環境整備や，将来的に教員として

の身分での休日の部活動指導時間を０とする

こと，大会等の在り方の見直しを図ることに

ついては，まずは公立中学校の休日の部活動

を対象とした改革である。しかし，必ずしも

教師が休日の指導等に従事しない体制を構築

すること，週当たり２日以上の休養日を設定

し，活動時間は，平日２時間程度，休業日３

時間程度とし，合理的で効率的・効果的な活

動を実施することなど，生徒の心身の健康や

教師の働き方改革に関する改革は，原則，高

等学校にも適用するとされている。

３ 県立高等学校の現状について

第４回ＦＤ研修会において，佐藤英治先生

から「愛媛県の県立高等学校の現状」につい

ての報告があった。少子化に伴う志願倍率の

低下とその対応策としての統合・再編を含む

振興計画，広域や全国から生徒募集を行う魅

力ある学校づくりのためのカリキュラムや新

設学科・コースについて貴重な情報を得た。

そのなかには，地域の特色ある産業との連携

を目論む学校，これまで実績をあげてきたス

ポーツや文化部の活動を生かした人材育成を

目指そうとする学校があり，県立学校振興計

画は部活動の地域移行の問題と，深く関連す

るものであると認識した。学校と部活動が完

全に切り離されてしまうような地域移行は，

各高校の特色を打ち出すために，かえって障

害となることも懸念する。

４ 文化部の地域移行について

先に述べた審議会の委員として，県教委の

担当者や文化芸術団体の代表から実情や意見

をきく機会があったが，文化部において年間

を通じて休日に部活動を行っており，地域移

行の影響を受ける部として合唱部と吹奏楽部

がまず挙げられる。両部とも，全国大会まで

つながる大きなコンクールがあり，音楽の専

門的な指導者の確保及び，吹奏楽部にあって

は，楽器の管理や活動場所の問題から，地域

移行はハードルが高いと考えられている。な

お，美術，書道，華道，演劇等，他にも芸術

文化に関わる部は多数存在するが，平日の活

動に限定されていたり，既に地域の指導者に

よる連携体制が整備されていたり，また部員

数も多くはない。もちろん多くはないといっ

て，改革や補助事業の対象外とすることを心

配する声もあり，むしろ「競技・大会志向の

活動だけでなく，体験活動，レクリエーショ

ン的な活動，複数の種目や分野を経験できる

活動等，生徒の志向等に適した機会を段階的

に確保」する地域連携型のモデルとして存続，

推奨すべきものである。

５ 音楽科の教員を目指す理由

音楽部の顧問の影響を受けて音楽教員を目

指す学生は多く，音楽部の経験が，音楽科教

員を志望するモチベーションとなっている。

１年次前期開講の「音楽理論・作曲法（編曲

法を含む）」は，中・高音楽科教員免許状取

得のための必修科目である。今年度，中等教

育コース音楽教育専攻の１年生は３名である

が，履修者は９名いた。全員，音楽科教員免

許状取得を希望しており，大学に入学するま

での音楽経験をたずねたところ，９名中７名

が，小学校の金管バンドもしくは中学校・高

等学校の吹奏楽部に在籍した経験をもつ。残



りの２名は，一般の音楽教室でピアノ，ヴァ

イオリンを習っていた。部活動の地域移行に

関しては，学生も大きな関心をよせており，

期待する向きもある反面、「地域移行によっ

て吹奏楽部で棒が振れない（指揮ができない）

なら教員を目指さないかもしれない」という

声すらあった。教員確保のため教員の負担軽

減は必須であるが，部活動指導に働きがいを

見出そうとする学生にとっては必ずしも地域

移行が望ましいとは受け止めていない。

６ 音楽による地域貢献と人材養成の動き

音楽を専門に学ぶものにとって，音楽を通

した地域貢献は，芸術活動の大きな目的であ

り，学校や病院等への訪問演奏を行うアウト

リーチ活動は表現活動の重要な機会である。

本学の音楽専攻学生も，学校や地域の文化祭

や記念行事に招かれて演奏したり，病院や介

護施設での訪問演奏を行う機会は多々あった。

多くは，

訪問先から

の依頼に応

じるもので

あるが，依

頼主ととも

に演奏会の

プログラムを考えたり，学生が主体となって

企画立案する提案型・持ち込み型のアウトリ

ーチ活動の機会も増えている。

国立(くにたち)音楽大学では2016年に，教

育研究活動への市民参加と社会への発信を統

合的に企画・運営する「国立音楽大学コミュ

ニティ・ミュージック・センター」（https://www.

kunitachi.ac.jp/introduction/kunitachi_community_music

_center.html）を設立した。大阪音楽大学では，

音楽×地域創生を学ぶ「地域創生ミュージッ

クマネジメント専攻」（https://www.daion.ac.jp/mc

om/）を2024年に創設する。この動きは私立音

楽大学だけではなく，地方国立大学にも波及

し高知大学においても，スポーツや芸術の優

れた知識・技能を有し，エビデンスベースド

な研究成果を地域社会に還元することを通じ

て，文化振

興などの課

題を解決す

ることがで

きる高度な

専門職業人

の養成を目

指して「総

合人間自然

自作BGM付き絵本の読み聞かせ（2011年）

小学校の記念行事への参画（2022年）

科学研究科（修士課程）スポーツ・芸術文化

共創専攻」（https://www.kochi-u.ac.jp/sai-codev）が

2024年に誕生する。

７ 授業改善と「地域創造」

筆者が担当

する音楽デザ

イン領域科目

は，従来から

「音楽デザイ

ン」の概念を，

ライフデザイ

ンやライフス

キルと同様，

作・編曲の理

論やスキルの

みならず「音

を音楽に構成

し，自分らし

い音楽を創造し，生活を楽しく豊かにするた

めの計画，あるいはその行為全体」ととらえ

て，授業を設計している。

自分のためだけの音楽に留まることなく，

演奏者や聴き手のために目的をもった作品を

作ったり，場や編成に応じた柔軟なアレンジ

を行ったりする経験は，自分らしさを生かし

つつ相手に喜んでもらうこと（＝演奏者や聴

き手への貢献）から，音楽の「やりがい」に

結び付く。この「やりがい」こそ，地域移行

後の部活動指導者，はたまた音楽による「地

域創造」を行う者の資質を育むことににつな

がるものと考える。

「音楽デザイン」の概念

自主企画の街角コンサート（2023年）

編曲・演奏・進行は学生が担当
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